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令和６年度 社会福祉法人向陵会 事業報告書（総括） 

 

Ⅰ．法人活動の概要 

 社会福祉法人向陵会（以下「法人」に省略）では、法人が掲げる基本理念や方針を実現すべく、障

害、児童、高齢の方々が抱える福祉課題を真摯に受け止め、福祉事業を通じて、少しでも、よりよい地

域づくりに貢献をしたく、これまで利用者の福祉ニーズに応えるべく施設を整備、改修し、支援環境の

向上に努めてきたところである。法人では、新型コロナウィルスをはじめとする感染症予防対策の徹底

をはじめ、事業継続計画の策定や虐待防止、身体拘束適正化指針など事業所指定基準の改正に対応する

ことにより、引き続き、利用者の方が安心して施設、福祉サービスをご利用いただけるよう力を注ぎま

した。 

このような中、令和６年度は、「就労支援」、「生活支援」、「地域交流」などに重点を置き、これ

らの課題解決に向けた取り組みを行った。 

一つ目の「就労支援」は、第３乙訓ひまわり園に拠点を置く就労継続支援事業所「草のたね」を主体

に、「京都農福イノベーション」構想を掲げ、これまで就労支援事業として取り組んできた味噌や黒に

んにくなどの授産品として加工、製造、野菜の栽培、販売、花壇苗の栽培の一層の耕作場所の拡大を図

るとともに、苺やブルーベリーなどの果樹生産、加工などの分野にも広げ、農福連携事業に取り組んだ。

令和５年度に採択を受けた農林水産省所管の農山漁村振興交付金事業を継続し、加工品づくりや加工品

容器包装デザインの作成により、魅力ある商品としてのイメージアップを図るとともに、令和６年度事

業として、公益財団法人ＪＫＡの助成による就労支援機器の調達や社会福祉法人清水基金の助成による

水耕栽培室の設置など、厳しい季節であっても利用者が安心、安全に就労ができる環境を整備した。 

次いで、二つ目の「生活支援」では、京都市の公募により、同市伏見区深草にある市有地の有効活用

事業者として、同じく京都市から社会福祉施設整備等補助事業の採択を受け、令和７年４月の開所に向

け、生活介護事業及び就労継続支援Ｂ型事業所を整備した。また、長岡京市の共生型福祉施設整備事業

として、令和８年４月の開設に向け、利用者ニーズの高い地域生活拠点の機能を備えた共同生活援助施

設（グループホーム）の整備のため、必要な事務を進めた。 

三つ目の「地域交流」では、国土交通省住宅局所管の住まい環境整備モデル事業の採択を受け、第３

乙訓ひまわり園管理棟を障害者の就労支援事業所や子どもの遊び場、地域交流の場などの複数の機能を

持つ地域交流施設として再整備を行った。また、各施設やジョイフル上鳥羽市民ふれあい農園において、

施設開放事業や農福連携マルシェ、地域との協働事業などを実施し、施設所在地域の皆さんとの交流を

図り、利用者とのふれあいや施設で実施している福祉事業へのご理解を深めていただいた。 

これらの取り組みにより、障がい福祉サービス部門（乙訓ひまわり園、第２乙訓ひまわり園、第３乙

訓ひまわり園）においては、通所事業の利用者が乙訓ひまわり園７０名、第２乙訓ひまわり園４４名、

第３乙訓ひまわり園５３名の合計で１６７名（令和７年３月末）、前年度より８名増となった。 

また、児童通所支援事業では、前年度より６名増の３０名の利用があった。 

 相談支援事業では、２１８名の利用者（前年度比１１名増）と契約を行い、計画書の作成やモニタリ

ングを提供するとともに、２市１町からの一般相談業務を受託した。 

公益活動の取組としては、隣接する公立小学校において、地域と学校が連携・協働して、地域全体で

未来を担う子供たちの成長を支え、地域を創生する地域学校協働活動を推進する「地域学校協働本部」
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のコーディネート業務を継続して受託するとともに、発達に気がかりのある子どもとその保護者を対象

とする「子育て応援カフェ事業」を継続して実施した。   

 

２ 重点課題への取組 

１）支援環境の充実 

ア 安心して利用ができる支援体制の構築及び支援力の向上 

① 支援困難ケースの対応として、支援職員を強度行動障がい支援者養成研修に計画的に受講

させ、支援力の強化に努めた。 

  ② 居宅系事業の充実のため、職員の増員、処遇改善及び応援制度により地域生活支援センター

の体制を強化した。また、令和８年度の共生型福祉施設の開設に向け、引き続き外国人留学

生の採用とともに、グループホームなどの夜間業務体制を強化する図るため、日中支援に勤

務する職員も１か月の変形労働制への移行に向けた検討を行った。 

  ③ 利用者の安全を確保し、安定した事業継続を図るため、日中活動の支援体制として、職員一

人に対し、１．７人の体制を維持した。 

 イ 支援環境に適した施設の計画的な整備改修、設備、備品の調達 

① 京都市伏見区深草西浦南公園跡地の京都市市有地において、伏見区周辺の日中事業への市民

ニーズを受け、生活介護及び就労継続支援事業所を整備し、令和７年４月開所に向け、準備

を進めた。 

② 第３乙訓ひまわり園支援棟において、社会福祉法人清水基金の助成を受け、水耕栽培室を新

たに設置した。同じく、公益財団法人ＪＫＡの助成を受け、農福連携事業により収穫した農

産物や果樹の加工を行うため、厨房に就労支援機器を新たに配置した。 

③ 国土交通省住宅局所管の住まい環境整備モデル事業の採択を受け、第３乙訓ひまわり園管理

棟の改修及び耐震補強工事を行い、就労支援施設として使用するため、地域交流施設「さん

テラス大原野」として開設した。 

④ 借用農地の解約及び就労支援事業の利用者増に対応するため、農地１筆を取得した。   

 

２）支援力向上のための能力開発 

ア 新しい新人研修制度の実施 

① 例年どおり新人採用時研修、接遇研修、１か月間の複数職場体験を実施した。 

イ 中堅職員のキャリアアップ制度（目的別研修受講） 

 ① 外部有識者をアドバイサーとして、若手中堅職員とのキャリアアップ面接を継続的に実施

した。 

  ② 人材育成への取組として、専門研修への参加や資格取得支援制度（資格手当支給）などによ

り、専門資格の取得支援と支援職員の意欲向上を図った。また、各種実習生を積極的に受け

入れ、社会的使命である後進の育成にも努めた。 

  ③ 意欲のある人材を確保するため、契約職から正規職員への転換を行い、職員の定着を図った。 

ウ 各種研修の実施（職種別研修、ワークショップ研修） 

 ① 相談員や看護師など、専門的な知識や実践を目的とした職種別研修を受講促進した。 

 

３）地域連携による課題解決と透明性の高い施設経営 

ア 多様な主体との連携による地域課題の解決 
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① 龍谷大学構内に拠点を置くトリムタブカレッジ（就労継続支援事業）の利用者確保を図るた

め、同区域内におけるニーズと学内から求められているニーズを的確に掴み、支援ニーズに

応えられるサービス提供機能の整備について検討を行った。 

② 就労継続支援事業所において、新たに苺などの果樹を加え、蜂蜜、味噌・にんにくなど生産加工

物、農産物などによる地域共生型農福連携事業による取り組みを行った。 

 イ 児童・発達関係事業への取り組み 

  ① 児童・発達関係事業への取り組みとして、放課後等デイサービス事業における学習・運動

等の支援プログラムの充実に向け引き続き検討を行うとともに、療育機能の高い玩具や運動

用具などの活用を検討し、他の事業所との差別化を行うことにより、利用者の確保に努めた。 

 ウ 改正社会福祉法に対応した情報提供体制の充実 

 ① 法人が行う事業の透明性を高めるととともに、各事業所における活動などを発信した。 

 ② 人材確保のため、就職ナビサイトの活用や就職フェアへの参加、法人ホームページにより、

学生への効果的な情報発信を行った。 
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Ⅰ 乙訓ひまわり園拠点区分 事業報告 

 

 乙訓ひまわり園（生活介護事業Ⅰ）の概要（デイセンター、ワークセンター） 

１ 定  員    ５０名 

２ 利用者数    ５７名（年度末） 

３ 職員体制    施設長 １名、サービス管理責任者（兼務）、生活支援員 ３７名 

          看護師 １名 

４ 資格保有者    ８名（介護福祉士 ６名、社会福祉士 ２名） 

   

利 用 実 績（生活介護事業Ⅰ）                     (単位：回)                 

支援区分 

年度 

区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合  計 

令和６年度 １人 ９人 １８人 ２９人 ５７人 

２０３ ２，１３２ ２，８４８ ５，２５２ １０，４３５ 

令和５年度 １人 １２人 １８人 ２９人 ６０人 

２２４ ２，７００ ３，６８９ ５，９４０ １２，５７３ 

令和４年度 １人 １１人 １８人 ２８人 ５８人 

２３０ ２，４６１ ３，８１４ ６，２３５ １２，７４０ 

 

 乙訓ひまわり園（就労継続支援Ｂ型事業Ⅰ）の概要（ワークセンター）  

１ 定  員   １０名 

２ 利用者数   １３名（年度末） 

３ 職員体制   施設長、サービス管理責任者（上記兼務）、生活支援員 ２名 

４ 資格保有者  １名（介護福祉士 １名） 

 

利 用 実 績（就労継続支援Ｂ型事業Ⅰ）                 (単位：回)                 

支援区分 

年度 

非該当 区分２・３ 区分４ 区分５ 合  計 

令和６年度 ２人 ４人 ４人 ３人 １３ 

４９５ ７５４ ５３１ ３３２ ２，１１２ 

令和５年度 ２人 ５人 ２人 ２人 １１人 

４８５ ７８８ ４４４ ４８５ ２，２０２ 

令和４年度 １人 ４人 ３人 ２人 １０人 

２４４ ９５１ ５０３ ４７８ ２,１７６ 

 

〔デイセンター〕 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

１）利用者が安心、安全に利用できる支援体制の構築、支援力の向上、設備の機能向上に取り組みま

す。また、障害の特性や個々の状況を見極め、活動室の有効活用を検討し、実践します。 

（成果）障がい特性に応じた専門研修や経験豊富な職員からの指導を通じ、職員の支援スキルの
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向上に努めた。また、利用者のグループ編成の見直しを行い、活動を１階に集約するとともに、

身体介護や医療的ケアが必要な利用者と発達障害の２つのグループに再編した。また、専門性

を有し、経験豊かな職員が支援に関わり、支援職員を指導、助言することで、利用者個々のニ

ーズに適した支援の提供、緊急時における対応力の向上、コミュニケーションを密にすること

により社会性を育む機会を提供することができた。 

２）サービス等利用計画と個人支援プログラムを連動させ、関係機関とも効果的に連携しながら、地

域生活・自立生活に必要なエンパワーメント支援を総合的に推進します。 

 （成果）年度当初に、利用者個々のニーズを把握、反映した個別支援計画を作成し、この計画に基

づいて、日々の支援を行った。計画、実行、評価、改善の継続的なサイクルを通じ、利用者の

グループホームへの利用を勧め、地域での自立した生活ができるよう支援した。 

３）職員のキャリアアップのための研修受講により、専門性の高い支援を提供します。また、法人内

の施設、事業所とも連携し、支援力の向上を目指します。 

（成果）専門性を高め、職員の支援力を向上させるため、強度行動障がい支援者養成研修（基

礎・実践）を受講させた。また、他部署で支援の実地研修等を経験させることで、当該職員が

利用者の日中活動以外の過ごし方についても理解を深め、支援の質の向上に繋がった。 

４）利用者の介助軽減や重症心身障害者の支援を想定し、介護ロボットなどのＩＣＴ機器や移動式走

行リフトの導入に向けた検討を行います。 

  （成果）車いすからベットや床への移動介助に、移動式走行リストを試行的に活用した。また、介

護ロボットをどのような支援環境において活用するのかを今後の課題とした。 

 

２ 事業活動の概要 1 

１）施設や活動の特色 

ア ダウン症、自閉症、重症心身障がいといった利用者の特性に合わせて年間を通じて活動に取

り組んだ。 

一日外出、クラブ活動、季節ごとの取り組み、そして音楽療法（ミュージックケアや３Ｂ体

操）などの活動を行った。 

イ ひまわりフェスタや乙訓マルシェといった地域交流イベントで、就労支援事業所で生産した

自主製品を精力的に販売した。自主製品は、利用者の個性を活かし、さをり織りや紙製品、

フラワーアレンジなどの製品に心を込めて生産した。これらの活動を通じて、地域社会との

繋がりを深めるとともに、利用者の日中活動の充実を図った。 

  ウ 健康支援室の看護師との密な連携を通じて、利用者の健康をサポートした。 

日々の健康管理（体調チェックやバイタル測定など）はもちろんのこと、医療的なケアが必

要な方への対応、そして緊急時の迅速な処置や連携を図った。また、嘱託医との連携により

健康診断や歯科検診、予防接種の支援を行い、利用者が安心して日中活動を送れるよう、医

療面からもきめ細やかな支援体制を整えた。 

２）日中活動の概要 

 ９：３０   ひまわり園通所（送迎） 

  １０：００  朝礼、バイタルチェック（検温、連絡事項確認など） 

  １０：３０  グループ活動 

  １２：００  昼食（歯磨きなど） 
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  １４：３０  個別活動、散歩 

  １５：５０  終礼 退所（送迎） 

 

３ 支援環境向上の取組 

１） 環境設備 

ア 本棟１階職員用トイレ改修 

  イ ＭＭＲ活動室洗面台 経年劣化により取り換え 

 ２）職員の支援力向上 

    ア 職員の支援力向上と利用者の知識を高めていくため、強度行動障害者支援者養成研修（基

礎・実践）を受講し、取り組みへのアプローチに向けての組み立てなど学ぶことができた。 

１名受講 

   イ 施設内での他部署研修を実施。日中支援では経験できない通所利用後の支援内容や利用者の

様子など学ぶことができ、通所+通所後の支援とトータル的に学び、利用者の生活全体を少しで

はあるが理解することができた。１名参加 

 

〔ワークセンター〕 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

１）一人ひとりの障害程度、年齢、ニーズに応じた作業・活動を提供します。 

〈成果〉利用者の障がいの程度や加齢に伴う変化にきめ細かく対応し、一人ひとりの身体状況に配

慮した日中活動の提供に努めた。令和６年度から新たな取り組みとしてタオルの洗濯作業を受注

した。タオルの引き取りから納品までの一連の作業工程を通じ、利用者の特性を活かした作業提

供の選択肢を増やすことができた。利用者の方にとって作業内容がわかりやすく、新しい作業内

容であることから、新鮮な気持ちで意欲的に作業に取り組んでもらうことができた。 

２）サービス等利用計画と個人支援プログラムを連動させ、関係機関とも効果的に連携しながら、地

域生活・自立生活に必要なエンパワーメント支援を総合的に推進します。 

〈成果〉サービス等利用計画をもとに、利用者の将来の生活を見据え、より具体的な支援を勧めら

れるよう、関係者会議などを通じ、施設として担うべき役割を確認し、その実施に努めた。利用

者１名がグループホームでの生活をスタートした。 

３） 利用者が就労支援事業の販売、納品を通じて、地域社会との共生を意識した活動を提供します。 

〈成果〉光華女子大学のイベントにおいて、第３乙訓ひまわり園で栽培した苺を使用したパンを販

売し、ご好評だった。２月、３月に地域交流イベントとして乙訓マルシェを開催した。令和６年

度の学校の取り組みにおいて、乙訓ひまわり園に施設見学に来てくれた第５向陽小学校の児童が

自主的にこのマルシェに参加され、「開かれた施設」として地域に根差した活動を続けてきた、

これまでの取組の成果のひとつとなった。 

４） 就労継続支援事業の収入増加により、利用者の平均工賃の向上を目指します。 

〈成果〉学校や事業所などへのパン巡回販売をはじめ、大口注文対応などにより製パン事業の売上が

増額となった。新たに学校の文化祭でパン販売の希望があった。オムロンヘルスケア社の社員向

けの購入支援事業としてクッキー等の販売を行った。 
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５）向日市観光交流センターまちてらすＭＵＫＯにおけるカフェ事業との連携を図り、利用者の活動

や作業などを通じて交流を拡げます。 

〈成果〉向日市観光交流センターまちてらすＭＵＫＯでのカフェ事業は、次年度指定管理者の変

更に伴い３月１７日をもって終了した。 

６）職員のキャリアアップのための研修受講により、専門性の高い支援を提供します。また、法人内

の施設、事業所とも連携し、支援力の向上を目指します。 

〈成果〉放課後等デイサービスや共同生活援助、移動支援など他部署研修を実施しました。職員

が利用者の日中活動以外の過ごし方についても理解を深め、他事業所の職員との意見交換など

により支援の質の向上に繋がりました。 

 

２ 事業活動の概要 

１）施設や活動の特色 

ア 就労継続支援Ｂ型 

製パン、クッキー製造、および喫茶業務を中心に、利用者が「働く楽しさ」を実感できる

よう、また、「仕事としての意識」を持って作業に取り組めるよう支援と作業場を提供した。

出張販売や納品により地域社会とのつながりを意識できるよう支援を行った。 

イ 生活介護 

「働く楽しさ」や「仕事としての意識」を大切に、下請け作業やクリーニング（布団）・さ

をり製品、パンの販売や納品などの作業や支援を提供した。 

クリーニングについては、行政からの寝具乾燥事業の委託を受け、高齢者世帯の布団の洗濯

乾燥及び配達を行っています。配達時には高齢者の安否確認を行い、異変がなければ、毎月請

求書の提出の際、確認した状況を報告している。 

ウ 心身のリフレッシュや、仲間との協調性や、社会性の育成を目的として、それぞれの利用者

の希望に応じてクラブ活動や１日外出、イベントを行った。 

エ 利用者の希望に応じ、健康維持の一環として体操や音楽療法を取り組んだ。 

２）日中活動の概要 

９：１５  ラジオ体操 

９：２０  朝礼   

   ９：２５  作業 

   １０：３０ 休憩 

   １０：４５ 作業 

   １２：００ 昼休み 

   １３：００ 作業 

   １４：００ 休憩 

   １４：１５ 作業 

   １５：２０ 終礼 

   １５：３０ 退所 

 

３ 支援環境向上の取組 

１） 環境整備 
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ア 本棟２階男性用トイレ改修 

 イ ２階デイセンター活動室を１階に移し、下請け作業場所を確保した。 

１） 職員の支援力向上 

ア クリーニング師資格取得の取り組み  （１名） 

イ 食品衛生管理研修（食品衛生管理責任者 (１名） 

ウ 他部署研修 （３名） 

２） 職員の支援力向上 

ア 職員の業務作業内容の知識向上を目的にクリーニング師の資格取得に取り組んだ。 

イ 施設内での他部署研修を実施。通所利用後の支援内容や利用者の様子などを知ることで、通

所時及び通所後の支援をトータル的に学び、利用者の生活全体を少しではあるが理解すること

ができた。食品衛生管理責任者は保健所主催の食品衛生管理研修を受講し、HACCP 等の基準に則

した管理を行った。 

 ３）支援環境の向上 

洗濯機、乾燥機、ボイラーの配管劣化のため、クリーニング事業の長寿命化を図る工事を行った。 

   

４ 就労会計収入及び利用者工賃    

全体収入                   19,308,507円（令和５年度: 15,325,687円) 

利用者工賃             5,611,297円（令和５年度:  4,533,011円) 

一人当りの平均工賃の支払い月額     22,554円（令和５年度：   21,010円) 

 

（就労支援事業収入内訳）                                       （単位：円） 

事業名 製パン・喫茶 クリーニング まちてらす 合 計 

令和６年度 10,764,433 5,169,975 3,374,099 19,308,507 

令和５年度 10,657,550 3,760,157 907,980 15,325,687 

令和４年度 9,750,265  3,098,855  12,849,120 
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第２乙訓ひまわり園（生活介護事業Ⅱ）の概要 

１ 定  員    ４０名 

２ 利用者数    ４４名（令和７年３月末時点 ４４名） 

３ 平均支援区分  ５．７ 

４ 職員体制    施設長 １名、サービス管理責任者（兼務）、生活支援員 ２６名 

          看護師 １名、送迎支援員 ３名 

５ 資格保有者   １０名（介護福祉士 ７名、社会福祉士 ３名） 

 

利 用 実 績（生活介護事業Ⅱ）                     (単位：回)                 

支援区分 

年度 

区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合  計 

令和６年度  ２人 ８人 ３４人 ４４人 

 ４９７ １，８０７ ７，０６３ ９，３６７ 

令和５年度  ２人 ９人 ３１人 ４２人 

 １９９ ２，０７９ ６，８５８ ９，１３６ 

令和４年度  ０人 １０人 ３２人 ４２人 

 ０ ２，２７７ ６，４５４ ８，７３１ 

 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

第２乙訓ひまわり園は、強度行動障害者や重症心身障害者をより専門的に支援する施設として運営

を目指します。 

１）利用者個々の思いやご家族の希望を個別支援計画に反映し、支援計画に基づいた日中活動を提供

するとともに、地域とのつながりを意識した日中活動のプログラムを組み立て、実践します。 

 （成果）引き続きイオングループが募集している「イオン 幸せの黄色いレシートキャンペーン」

に応募し桂川イオンにてレシートの回収を行い、地域の方との交流を図った。エコキャップ

についてもご家族含め、事業所関係者等から回収し、お礼状の配布を行った。また回収した

エコキャップは株式会社カンポホールディングスに収めた。  

２）強度行動障害者や重症心身障害支援者の支援、医療的ケアなどの専門分野の研修機会を充実し、

より高度な専門知識や支援技術を有する職員の育成に努めます。 

 （成果）喀痰吸引等研修３号研修に１名、強度行動障害支援者養成研修基礎研修に２名、強度行動

障害支援者養成研修実践研修に１名が受講。今年度の制度改定で、強度行動障害支援者養成

研修の受講希望者が増えたのか、計画していた人数の受講が出来なかった。 

 強度行動障害の利用者に対し統一した支援を行っていけるよう、支援計画シートを作成した。 

  

２ 事業活動の概要 

 １）施設や活動の特色 

施設の１階は知的、身体障がいのある「つむぎ」グループの方が通所され、グループ活動や静

養される場となっており、同じフロアにある健康支援室の看護師と密接な連携を図りながら、医

療的ケア（吸引、注入等）が必要な利用者に対し、適切な措置を行った。 
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２階は知的、自閉症スペクトラム、精神に障害のある「そら」グループの方が通所され、少人

数のグループを３部屋、大人数のグループを１部屋と設定し、部屋の中でリラックスでき、刺激

の少ない安心できる環境づくりに取り組んでいる。また、言葉によるコミュニケーションが苦手

な方が多く、スケジュール（文字、絵、写真カード）を用いて日々の予定を伝えている。 

１） 日中活動の概要 

９：３０  ひまわり園通所（送迎） 

  １０：００  バイタルチェック（検温、連絡事項確認など） 

  １０：３０  グループ活動 

  １２：００  昼食（歯磨きなど） 

  １４：３０  個別活動、散歩 

  １６：００  退所（送迎） 

つむぎ.beグループ 

通年：まいどレーヌの調理及び販売等に関する活動 

創作活動、園芸活動、エコキャップ活動、絵本会、ミュージックケアや３Ｂ体操等の音楽

活動、黄色いレシートキャンペーン、入浴希望者への入浴支援 

   そらグループ 

   通年：紙漉き、さをり織り、刺し子等の作業活動、調理活動、畑作業、散歩、スヌーズレン、多目

的運動室での運動、ミュージックケアや３B体操等の音楽活動、黄色いレシートキャンペーン 

３）行事の概要 

  新メンバー歓迎会（４月）、２０歳を祝う会（１月） 

 ・つむぎ.beグループ 

    春季：家族の日（母、父の日）  夏季：ウォータープログラム、 

    冬季：クリスマス会、節分祭、お楽しみ会 

  ・そらグループ 

    春季：お花見（伏見桃山城） 

    夏季：水浴び（園庭、じゃぶじゃぶ池） 

     冬季：クリスマス会、初詣（向日神社、大原野神社）、節分祭 

 

３ 支援環境向上の取組 

１）環境整備 

  アクセスポイントを３か所増設し、Wi-Fi 環境の改善を図った。これにより、各活動室で iPad

を使用できるようになり、記録などの業務以外にも活動で ZOOM の活用や動画視聴、音楽鑑賞等を

行い、利用者の満足を高めることができた。保守管理が終了した Windows７のパソコン２台を

Windows11へ更新した。 

多目的運動室の遊具は保守点検業者に点検を依頼するとともに、経年化した遊具は更新するこ

とにより、安心して利用者が使用できるように努めた。 

２）職員の支援力向上 

  法人全体会議で、虐待や業務継続計画に関する研修を行い、事業所のすべての職員が利用者の支

援の必要な知識を取得し、均質かつ統一した支援等が行えるように努めた。また、グループ会議

では、個別の障害特性に関する学習を行い、支援に必要な知識を高めた。   
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［健康支援室］ 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果  

１）担当看護師や支援員が主治医や理学療法士などの多職種とともに、家族と連携を図り、利用者の

日々の健康状態を把握し、健康の維持増進、機能保持に努め、異常の早期発見と適切な対応によ

り、利用者の健康を守ります。 

〈成果〉支援職員と連携し、利用者の日常の体調を把握するとともに、本人、家族、職員からの情報

と一般状態の観察を行うことで、体調異常の早期発見、利用者の健康保持・増進に努めた。ま

た、主治医をはじめ支援職員、嘱託医・看護師・歯科衛生士・作業療法士等の専門職、相談員、

他事業所等の他職種と密に連携を行い、利用者の地域生活を支援することができた。 

２）利用者に対する健康診断や歯科健診、インフルエンザ等の予防接種などを安全かつ迅速的確に行

えるように体制を確保します。  

〈成果〉安全に利用者に対する健診や予防接種等を行う環境や実施体制を整備のうえ、実施した。 

３）職員を対象とした医療的ケアに関する研修を実施し、安全かつ安心して医療的ケアを受けられる

環境整備や体制確保を継続します。 

〈成果〉支援職員が安全に医療的ケアを実施できるよう医療的ケアの実地研修を行うとともに、そ

のケアの手順を常に点検・見直しを行った。また、医療的ケアが安全に提供できるよう職員と

連携を図ることができた。各グループ、利用者に応じたフォローアップ研修の実施ができず、

全体で手技の見直しを兼ねた実技の研修を行った。 

 

２ 事業活動の概要 

１）利用者の健康状態、体調を把握し、異常の早期発見と対応に努めた。また、嘱託医や歯科衛生士、

理学療法士、作業療法士、主治医等の他職種と連携を取りながら支援を行った。 

２）内服薬確認や服薬指導、臨時薬の使用、導尿や浣腸、吸入、褥瘡やケガに対する処置を行い 在

宅と施設での支援が継続できるよう努め、実施した。 

３）健康診断や歯科検診、インフルエンザ等の予防接種など安全に行えるよう環境整備や体制を整え

た。 

４）医療的ケア研修の実施やフォローアップ、感染対策や各疾患に対する基礎知識と支援等の講習

会を実施し、職員 看護師のスキルアップに努めた。 

 

３ 事業内容  

ア 利用者の日々の健康チェックと薬剤管理、薬事情報の確認と更新・導尿や浣腸、吸入等の医療処

置・日常ケア・医療機器の管理等を行った。  

イ 利用者健康診断(若江武医師) ５月～６月  

希望者のみ 検尿（８６名） 胸部レントゲン検査（８６名） 血液検査（５３名）  

内科健診（８３名/１６８名）  

ウ 利用者歯科健診(大橋瑞己歯科医師) ９月  

  希望者のみ 歯科健診（５０名/１６８名） 

エ 利用者及び職員インフルエンザ予防接種(若江武医師) １１月  

  希望者のみ インフルエンザ予防接種（利用者９８名/１６８名 職員４０名）  

オ 感染症集団発生の予防対策の更新を随時行った。  
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カ 利用者の１日外出や半日外出の同行を行った。 

キ 利用者・職員の緊急対応や受診同行を行った。 

ク 受診同行や手紙・電話で 主治医に状況報告や相談、担当者会議や退院時カンファレンスに参加

し、情報共有・支援の統一を図った。  

ケ 専門職や行政・職員・家族等 連携と調整を行った。  

  歯科衛生士による利用者の口腔内状況の把握、職員に対してのブラッシング指導、職員に対する

助言等 随時実施行った。 

作業療法士による利用者の作業能力の評価、職員に対する助言等 随時行った。  

コ 職員・家族からの相談への対応と助言 適宜行った。  

サ 医療的ケア安全委員会の開催（年２回） ５月・２月に行った。  

シ 職員研修を行った。   

４月・１２月：感染症研修 ６月：嚥下について ６月：色素性乾皮症について  

１１月：持続的導尿について  

新人研修：７月：救急救命について １１月：てんかん基礎   

随時：座薬研修・医療的ケア実地研修   

ス 医療的ケアフォローアップ研修を行った。  

随時：個別対応にて手順の見直やヒヤリハット・アクシデント報告書について分析し、助言を

行った。  

 セ 医療的ケア実地研修 指導マニュアルの見直しを 実地研修前に行った。 

 ソ 外部研修（医ケアフォローアップ研修）や看護職会議に参加し自己研鑽に努め情報収集と他事業

所との連携 情報交換を行った。 

   

［事業推進室］ 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

１） 将来を見据えた魅力ある事業を戦略的に検討し、地域ニーズを先取りする福祉活動を行います。 

〈成果〉 国や京都府などの、新たな行政施策や補助金に関する情報収集に努めるとともに、法人の

人的、物的資源や地域ニーズを十分に見極めた上で、新たな事業の検討や従来から行っている既

存事業の拡大に向けた取組を行った。 

２） 営利法人が経営する事業所が多数進出する中、社会福祉法人としての強みを発揮し、法令を遵

守した良質な福祉サービスを提供できるよう努めます。 

〈成果〉 京都市から「深草西浦南公園跡地有効活用事業者」に特定されたことを受け、令和７年４

月１日の開設に向け、生活介護及び就労継続支援Ｂ型事業所の整備に努めた。 

３）自治団体や福祉団体、関係機関との対話を進め、相互の連携や協力、交流を図りながら、地域福

祉の向上に寄与する事業を調査、検討し、その実現を図ります。 

 

２ 事業活動の概要 

１） 国や京都府などの行政施策や民間助成団体の取組について、随時、新規情報の収集に努めた。  

２）農福連携事業を推進しました。 

３）乙訓ひまわり園後援会入会への勧誘に取り組むとともに、後援会活動の充実に向けた支援も行い  

 ました。  



- 13 - 

 

乙訓ひまわり園（相談支援事業所）の概要 

１ 指定事業    指定特定相談支援事業（計画相談） 

          指定障害児相談支援事業（障害児相談） 

２ その他の事業  委託相談支援事業（向日市 長岡京市 大山崎町委託） 

          発達障害者圏域支援センターの運営（京都府委託） 

          障害児（者）地域療育等支援事業の実施（京都府委託） 

          一般相談支援事業（地域移行・地域定着） 

３ 職員体制    室長 １名、相談支援事業管理者 １名、相談支援専門員 ２名 

４ 資格保有者   ４名（相談支援専門員）                    

 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

１）サービス等利用計画の作成、モニタリングの実施、そこから見えてくる利用者ニーズを具現化、

事業化するための提案と事業展開を検討します。 

  〈成果〉利用者、家族の高齢化に伴う地域生活支援ニーズが年々高まっており、重症心身障がい者

や強度行動障がい者に対する地域生活支援サービスの必要性を再認識した。行動障害や医療的

ケアの必要な方が自宅での在宅生活を維持確保できるような、法人が行うサービス提供確保策

についての検討資料として活用した。 

２） 各関係機関との連携を強化し、利用者の生活に必要なサービス調整、環境の整備について検討

します。 

〈成果〉自立支援協議会、相談支援連絡会等に参画し、関係機関との情報共有を図った。圏域で

は、依然重度の利用者を受け入れるグループホーム、短期入所等の地域生活支援サービスが不

足している。また、相談支援事業所が増えず、相談支援の供給量がひっ迫している現状につい

ても、自立支援協議会等を通じて行政機関と共有し、状況改善の必要性を伝えた。 

３）発達障害児・者の実情把握を行い、この分野における各機関と連携し、専門性の強化を図ります。 

〈成果〉京都府発達障害者支援センター「はばたき」と連携し、圏域の発達障がいがある方の支

援に取り組んだ。今後、向日が丘相談支援センターとも連携し、地域の小学校、中学校、高等

学校に通われている発達に課題のある児童に対してのアプローチも検討していく。 

 

２ 事業活動の概要 

室長１名、相談員３名の体制で、計画相談、障害児相談、委託相談といった乙訓ひまわり園相談

支援事業所事業及び発達障害者圏域支援センター、障害児（者）地域療育等支援事業、地域学校協働

活動推進事業、子育て応援カフェといった地域連携室事業を行った。 

１）相談支援事業の実施 

ア 計画相談支援では、利用者、家族、事業所への聞き取り、サービス担当者による調整会議を

実施し、サービス等利用計画作成、モニタリングを行った。重度障がい者の利用できる資源が

少ないため、サービス調整に時間がかかることもあった。 

イ 障害児相談では、早期発見・早期療育に伴い、児童発達支援事業所や放課後等デイサービス

事業所への利用希望が継続的に増えている。また、家族構成の変化や虐待など困難な事例に

は引き続き慎重かつ丁寧な対応を行った。 
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ウ 一般相談支援（地域移行・地域定着）の実績はなかった。 

           

 令和６年度相談事業の実施状況        

 向日市 長岡京市 大山崎町 京都市 その他 計 

計画相談支援 ７２ ５８ ６ ２１  １５７ 

障害児相談支援 ４３ １２ ６   ６１ 

委託相談 ５６５ ７６９ １１１   １，４４５ 

※ 計画相談、障害児相談は契約件数（単位：名） 

※ 委託相談は相談件数 

 

 ２）発達障害者圏域支援センターの運営 

ア 発達支援に係る相談は２／３が未成年で、主な内容は利用できる制度やサービス、進路等に

関する相談などであった。向日が丘相談支援センターからの問い合わせも少しずつ増えては来

ている。 

一方、成人の継続相談ケースは定期的な面談により、心身の安定を保つというような伴走型

支援を行っているケースが多い。就労支援の相談者については、発達障害についての社会的認

知が進んだことにより、自身で障害受容できていたり、課題解決への見通しを持てていたりす

る方が増えた。 

        発達障害者乙訓圏域支援センターの相談状況 

 支援実人員 支援延べ件数 

発達支援 ３４名 １９３件 

就労支援 ６名 ４９件 

 

３）障害児（者）地域療育等支援事業の実施（府委託） 

施設支援一般指導（施設に対して実施）として、圏域の他法人事業所へ歯科衛生士を派遣し利 

用者ニーズへの対応を継続した。 

施設支援一般指導件数  ９５件  

 

４）向日市地域学校協働活動推進事業コーディネーター業務（向日市委託） 

 第５向陽小学校での花壇整備事業を３回実施し、講師への謝金支払い等会計業務を行った。

本部会議は６月と９月と２月に実施。 

この繋がりから小学５年生の乙訓ひまわり園などの見学依頼などにも対応している。 

 

５）子育て応援カフェの実施（京都地域福祉創生事業「わっかプロジェクト」への参画） 

発達に気がかりのある就学前幼児とその保護者を対象とした「子育て応援カフェ」を今年度 

は年７回開催した。京都芸術大学岸本栄嗣准教授をアドバイザーとして招へいし、第２乙訓ひ 

まわり園多目的運動室を活用し、子どもへの遊びの提供、発達に関する相談支援を行った。 

 年度途中から音楽療法士にもご協力をいただき、実践を行っている。 

 開催数    ７回開催 

 参加児童数  ３から４名(概ね毎回) 
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乙訓ひまわり園（児童通所支援事業所ひまわり）の概要  

＜児童発達支援事業所＞ 

１ 定  員   １名 

２ 利用実績 

 １）利用契約者数  ４名（令和６年３月末時点） 

 ２）延べ利用者数  １４４人/年  

３ 職員体制    管理者１名、児童発達支援管理責任者 １名、保育士 1名 

４ 資格保有者   ３名（保育士 １名 児童指導員２名） 

 

＜放課後等デイサービス事業所＞ 

１ 定  員    ９名 

２ 利用実績 

 １）利用契約者数   ２６名（令和６年３月末時点） 

 ２）延べ利用者数   ３２７４人/年  

３ 職員体制    管理者(児童発達支援事業所兼務)、児童発達支援管理責任者(管理者と兼務)、 

児童支援員 ２名(児童発達支援事業所兼務)  

保育士 1名(児童発達支援事業所兼務) 

４ 資格保有者   ２名（保育士 １名 介護福祉士１名） 

 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

１）児童が安全かつ安心して利用できるよう、保護者と密接な連携を図り、地域の就学前の発達支援

を必要とする児童が日常生活における基本的動作を習得できるよう支援を行います。 

〈成果〉療育時に保護者の不安や児童の気になる点を共有しながら、気持ちに寄り添う療育を心

掛けた。 

２）児童発達支援事業では、障害児支援利用計画と個別支援計画を連動させ関係機関とも効果的に

連携しながら、児童が社会生活・集団生活に適応できる能力を養うための支援を行います。 

〈成果〉幼稚園や保育所での過ごしを共有し、相談員とも連携しながら、社会生活・集団生活へ

の適応に向け、能力を養うために療育を行った。 

３）放課後等デイサービス事業では、地域や人との繋がりを意識し、豊かな活動の実践を行います。 

〈成果〉主に長期休み期間中は、公共交通機関を利用しての外出の取り組みを行った。 

買い物活動にも取り組み、児童自身が金銭のやり取りを通して、社会性を学ぶ機会を設けた。 

４）専門職の人材育成や確保に努め、児童（及び保護者）のニーズに応える療育又は学習などの支援

の幅を広げ、児童・保護者にとって魅力のある事業所を目指します。 

〈成果〉児童指導員及び保育士を中心に、児童の年齢・障がいの程度により、曜日でクラス分け

を行い、対応を図った。 

５）本事業の魅力を広く伝えるため、ＳＮＳによる情報発信を行い、施設の認知度を高めます。 

〈成果〉ひまわり園 HP で発信は行ってはいるが、より活動報告の更新頻度を上げ、インスタグラ

ムなどの積極的活用についても検討した。 

６）運動機能の改善・強化、集団遊びにおける社会性の獲得を図るため、多目的運動室など他の施設
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での設備を利用し、子どもたちの支援を行います。 

〈成果〉継続的に多目的運動室の利用は行った。野球など、外での遊びも好きな児童もいるため、そ

ういった取り組みも行えるよう調整した。 

 

２ 事業活動の概要 

  就学児を対象にした放課後等デイサービス事業、就学前の乳幼児を対象にした児童発達支援事業

を行った。児童に対して、個別での療育、集団活動・外出活動などを通して、将来の自立に向けた

支援・取り組みを行った。   

児童発達支援事業は、行政機関や保健医療機関との連携を密にし、利用者の確保に努めた。 

１）自立支援と日常生活の充実のための活動 

  ア 創作活動を通して、集中する力、苦手なことにも取り組む姿勢など生活能力の向上、意欲の向

上を目指し、支援を実施した。 

 イ 室内の遊具を利用し、集団遊びの中で、ルールや順番を待つなど社会への適応性が身につくよ

うな支援を提供した。 

２）地域交流の機会の提供 

   社会資源を活用した体験も行い、引き続き、ふれあう・体験する機会をより多く提供する方向で

支援を提供していく。 

３）健康支援 

   日々の散歩など、適度な運動を行うことにより、運動機能・体力を養う取り組みを行った。  

４）関係機関の連携 

   地域行政・学校等・保護者・相談支援事業所などの関係機関に対し、当事業所の情報の提供など

連携を深めていくよう努めた。  

５）学習支援の提供 

   当事業所においては、現状、学習支援を希望する対象者が少ないことから、あまり有意義な取り

組みができなかった。 

令和８年度に向け、新たな事業所を立ち上げることも念頭に置きつつ、発達に課題のある利用者

への学習支援のニーズをどういった取り組みで提供していくかを検討し、障がい特性、年齢層など

を分けた療育を展開していく。 
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Ⅱ 第３乙訓ひまわり園拠点区分 事業報告 

 

  第３乙訓ひまわり園（生活介護事業Ⅲゆい）の概要 

１ 定  員    ２０名 

２ 利用者数    ２３名（令和７年３月末時点） 

３ 平均支援区分  ５．４ 

４ 職員体制    施設長 １名、サービス管理責任者 １名 

生活支援員 １１名  看護師 １名 

５ 資格保有者   ４名（介護福祉士 ４名） 

 

利 用 実 績（生活介護事業Ⅲ）                     (単位：回)                 

支援区分 

年度 

区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合  計 

令和６年度 １人 １人 １１人 １０人 ２３人 

７ ２４９ ２，４３９ ２，３６３ ５，０５８ 

令和５年度 ０人 

 

１人 ９人 １０人 ２０人 

０ ２４５ ２，１８０ ２，３６５ ４，７９０ 

令和４年度 １人 ３人 ９人 ９人 ２２人 

１８ ２８３ ２，３５６ ２，２１３ ４，８７０ 

 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

１）利用者が安心して利用できる施設や支援環境の整備を目指します。 

（成果）照明器具を増やし、作業時における照明環境の向上に努めた。玄関の靴箱を新設し、使用し

やすい環境づくりに努めた。 

２）サービス等利用計画に基づいた個別支援計画を作成し、この計画をもとに利用者の支援を提供し

ます。また、支援計画の作成に当たっては、関係機関や専門職とも連携を図り、利用者の地域生

活・自立生活に必要なエンパワーメントの向上を目指します。 

（成果）サービス管理責任者を中心に各担当者が会議に参加し、支援の統一化を図った。 

３）障害特性、キャリアアップ、虐待防止や権利擁護、資格取得など目的に応じた研修会に職員を参

加させ、より専門性の高い支援の提供を目指します。 

（成果）キャリアアップ・障害特性・虐待防止研修等、目的に応じた研修に参加し、支援力の向上に

努めた。 

４）大原野ひまわりフェスタなど施設開放事業を継続するとともに、講演会やボランティア、周辺地

域の学校との協力関係や地域住民との交流機会を創出・構築するなど、地域との接点を意識し

た活動に取り組み、地域交流の醸成を図ります。 

（成果）大原野フェスタで授産製品の販売ができた。散歩の際には、施設周辺地域の皆さんに挨

拶し、地域清掃にも積極的に参加するなど、挨拶を通して交流することができた。 
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２ 事業活動の概要 

１）施設や活動の特色 

通常の一日の流れとして、半日散歩・半日作業を基本的なスケジュールとして活動を行った。 

集団よりも個別の対応や小グループに分かれた活動を行った。利用者の特性を大切にし、利用

者も職員も分かりやすいように視覚化するなどの環境整備を行った。 

２）日中活動の概要 

８：５０   送迎開始 

１０：００  午前活動 

１１：１５  昼食準備・食事 

１３：３０  午後活動 

（さをり織り、スウェーデン刺繍・組紐・エコボール・創作活動・散歩・ドライブ） 

１６：５０  送迎開始 

３）行事の概要 

新メンバー歓迎会、七夕会、クリスマス会、二十歳を祝う会、クラブ活動（外出・カラオケ等） 

３月のフェスタ開催に向け年間を通して、地域とのつながりを意識した活動を行った。フェス

タの目標である「第３乙訓ひまわり園の存在」を地域の方に知ってもらうことを掲げ、各種活動

に取り組んだ。 

 

３ 支援環境の向上 

１）環境整備 

利用者が作成した作品を玄関に飾り、今後の創作意欲に繋がるよう工夫した。また、靴箱を新

調し、利用者が使用しやすい備品を設置した。玄関が明るく来園者にも活動の様子を感じていた

だけるように環境整備を行った。 

２）職員の支援力向上 

職員のスキルアップのために強度行動障害の基礎研修・実践研修の受講を進めた。キャリアア

ップ研修についてはリーダー研修などの受講を進めた。また、虐待防止、権利擁護については職

員全員が参加し、研鑽を積むことができた。 
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第３乙訓ひまわり園（就労継続支援Ａ型事業草のたね）の概要  

１ 定  員    １０名 

２ 利用者数    ５名（令和７年３月末時点 ５名） 

一日あたりの平均利用者数 ４．４人 

４ 職員体制    施設長 １名（兼務）、サービス管理責任者 １名（兼務） 

職業指導員２名（常勤換算２）、生活支援員 ２名（常勤換算１.３） 

５ 資格保有者   １名（介護福祉士 １名） 

利 用 実 績（就労継続支援Ａ型事業）                  (単位：回)                 

支援区分 

年度 

非該当 区分２・３ 区分４ 区分５・６ 合  計 

 

令和６年度 

４人 １人 人 人 ５人 

８６１ ２３６   １，０９７ 

 

 

令和５年度 

２人 人 人 人 ２人 

７７    ７７ 

 

  令和４年度は実績なし 

 

第３乙訓ひまわり園（就労継続支援Ｂ型事業Ⅱ草のたね）の概要 

１ 定  員    ２０名 

２ 利用者数    ２０名（令和７年３月末時点 １９名） 

一日あたりの平均利用者数 １１．２人 

３ 平均支援区分  ２．４  

４ 職員体制    施設長 １名（兼務）、サービス管理責任者 １名（兼務） 

職業指導員１名（常勤換算１）目標工賃達成指導員１名（常勤換算１） 

生活支援員５名（常勤換算３.４）  

５ 資格保有者   １名（介護福祉士 １名） 

 

利 用 実 績（就労継続支援Ｂ型事業Ⅱ）                 (単位：回)                 

支援区分 

年度 

非該当 区分２・３ 区分４ 区分５・６ 合  計 

 

令和６年度 

８人 ３人 ７人 ２人 ２０人 

９８１ ４４６ １，２９９ ５９ ２，７８５ 

 

令和５年度 

１１人 ６人 ５人 ２人 ２４人 

１０１５ ７３５ １１４９ ４４４ ３，３４３ 

令和４年度 １２人 ８人 ５人 ４人 ２９人 

１，１１５ ８１５ １，０４５ ５３２ ３，５０７ 

  

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

１）就労継続支援事業所「草のたね」は、利用者が生きがいと働く喜びが持てる農福連携事業を中心

とした就労継続支援Ａ型及びＢ型事業所として運営します。 

 



- 20 - 

 

（成果）就労意欲や能力の高い利用者には、工賃の向上に繋がるよう、Ｂ型事業所からＡ型事業所へ

移行してもらえるよう就労訓練にも力を注いだ。また、夏冬などの厳しい季節にも、安全で快

適に就労していただけるよう、水耕栽培室の設置、加工施設や販売施設の充実などに努めた。 

令和６年度４月当初、就労継続Ｂ型利用者３名の退所と１名のＡ型事業への移行があり、Ｂ型利

用者４名の減員でスタートとしたが、新卒利用者１名と年度途中に２名の利用者が新たに増えた。 

２）草のたねでは、花苗や果樹の栽培、農産物の生産、加工、販売、公衆浴場清掃作業などを通じた

就労支援事業を運営し、利用者の賃金アップや工賃向上を目指します。 

（成果）夏季と冬季に賞与を支給するなど利用者工賃の向上に取り組んだ。令和６年度の就労継続支

援Ｂ型事業の利用者平均工賃が２３，１２９円となり、前年度より４，４３８円増額するなど大

幅な工賃アップに繋がった。 

３）第３乙訓ひまわり園管理棟を多様な世帯の暮らしを支え合える地域交流施設として再整備し、障

害者就労支援事業の拠点とともに、子どもから高齢者まで、地域の住民や地元の学生などの皆さ

んが交流を通し、障害のある方への理解を深められるよう運営をいたします。 

（成果）住まい環境整備モデル事業の採択により、第３乙訓ひまわり園管理棟を障害者の就労支援の

ための作業場、子どもの遊びの広場やカフェなどの交流の場、農産物・果樹などを直売できる販

売施設として改修を行った。令和７年１月より、地域交流施設「さんテラス大原野」を開設、運

営を始めた。 

４）第３乙訓ひまわり園敷地及び周辺農地において農福連携事業を計画的に進め、利用ニーズの増加

に対応するため、農地の拡大や加工・販売施設の整備に努めます。 

 （成果）令和５年度末に農地の賃貸借契約が解約されたことを受け、代替農地の取得及び借用により、

２筆の農地を確保した。また、住まい環境整備モデル事業の採択により、第３乙訓ひまわり園管

理棟を地域交流施設「さんテラス大原野」として運営をスタートさせた。（公益）ＪＫＡから就

労支援事業所で収穫した果樹等の加工商品づくりのための設備を購入するための助成を受けた。

また、清水基金の助成を受け、支援棟食堂の一部に水耕栽培用無菌室を新たに設置したことによ

り、利用者の就労支援メニューの選択肢の増加に繋がった。 

５）第３乙訓ひまわり園敷地において、花苗や果樹、農産物の販売を定期的に行う農福連携マルシェ

を開催し、利用者の就業機会の拡大に努めます。                         

（成果）第３乙訓ひまわり園において、９月、１２月、１月、２月、３月、農福連携マルシェや施設

開放事業を開催した。本年１月から地域交流施設「さんテラス大原野」を使用し、販売ブース

を室内で設けることができ、天候にも左右されず開催することができた。また、農福連携マル

シェの案内チラシを新聞折り込みにより、広く配布したことにより、集客率の向上に繋がった。 

 

２ 事業の概要 

１）施設や活動の特色 

・利用者の就業時間 Ａ型利用者  午前９時３０分から午後３時まで 
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         Ｂ型利用者  午前１０時から午後３時まで 

 ・一日のタイムスケジュール   

午前 ８時５０分～  送迎  

１０時～１２時  午前の就労時間  

午前１２時～午後１時  ランチタイム（昼休憩）  

午後 １時～午後３時  午後の就労時間  

午後 １時～午後３時  送迎 

ア 農業部門：いちご、ブルーベリーの果樹の栽培、収穫、販売、納品 

パンジー、ビオラなど季節花苗の育成、販売、納品 

イ 清掃部門：久世公設浴場の清掃作業 

ウ 創作部門：室内創作作業（花鉢の装飾、組み紐などの利用者の発想を生かした創作） 

エ 外注部門：Amazon発送の下請け 

京大桂キャンパスの花鉢管理(約１２０鉢)、京都市役所植栽管理（年３回）  

  オ 喫茶部門：caféる・ぽんの接客業務 Ａ型利用者 １名 

  

 

２）日中活動の概要 

  ア 農業部門 

 ・利用者に対し、職業指導員が花や野菜等の播種から出荷、販売に至るまでの工程を指導し、

利用者工賃の向上に取り組んだ。 

・利用者が目標工賃達成指導員や職業指導員とともに、需要の高い花卉を生産し、生花市場や

委託先へ定期的に出荷した。 

・今年度も、京都ほっとはぁとセンターから京都大学桂キャンパス内の花卉及び京都市役所敷

地内の植理業務を受託した。 

   ・苺のハウスが２か所から１か所に減っため、いちご高設土壌加温装置（アビルヒーター）を敷

設し、収量の向上に努めた。 

・ブルーベリーは定植１年後のため、苗木の枝木選定、施肥、堆肥などの作業を行った。 

・いちご、ブルーベリー Ａ型利用者２名 

   ・花卉ハウス      Ａ型利用者３名(１名は１月よりカフェ)、Ｂ型利用者 1５名 
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イ 清掃部門 

・公衆浴場の清掃 月～金曜日（午前中２時間） Ｂ型利用者４名 

  ウ 創作部門 

・小物製品、紙袋の底板、鉢のペイント Ｂ型利用者 ２名 

  エ 外注部門 

・Amazon発送下請け  Ｂ型利用者 １～３名 

   ・京大桂キャンパス 週３日（月水金） Ｂ型利用者 ３～４名 

   ・京都市役所花壇植栽(６月、９月、１２月) Ｂ型利用者２～３名 

  オ 喫茶部門 

３）行事の概要 

   ・京都市役所や市内大学のイベントにおいて苺を使ったスイーツを販売し、今までとは違う客層

への販売拡大を図った。 

・昨年度から引き続き草のたねマルシェを計画し年７回の開催はできた。１月以降は地域交流

施設「さんテラス大原野」を使用し、農福連携マルシェを開催し、多数来場された。 

あわせて寄せ植えやハイドロカルチャーの体験などのワークショップも開催した。 

   ・乙訓ひまわり園内に常設の販売コーナーを設置し、花卉鉢植えの販売促進、ベーカリーカフェ

KAKEHASHIにも苺の販売のご協力をいただいた。 

 

３ 支援環境の向上 

１）生産施設設備備品の整備 

 ア 国土交通省の住まい環境整備モデル事業の採択を受け、第３乙訓ひまわり園管理棟を地域交流

施設として再整備し、就労継続支援事業所や子供の遊び場、カフェスペースなどの機能のある

施設として再整備した。 

 イ 支援棟１階にある食堂に水耕栽培を行う水耕栽培室を新たに設置し、ハイドロカルチャーを使

用した水耕栽培キットも導入した。 

ウ 支援棟厨房室を就労支援事業のための加工作業のスペースとして使用するための改修を行う

ともに、公益財団法人ＪＫＡからの助成を受け、瞬間液体冷凍機やスチームコンベクションな

どの就労支援機器を購入し、加工設備の充実を図った。 

 ２）農福連携推進事業 

ア 農山漁村振興交付金事業の採択を受け、農福連携アドバイザーによる運営支援、栽培技術の

習得や先進地視察などを国費で支援する農福連携推進事業に取り組んだ。  

３） 就労支援の環境向上 

 ・６月に花卉ハウスに女性用の簡易トイレを新たに設置し、就労支援の環境整備に努めた。 

 ・ハウス内の夏の暑さ対策として、利用者に保冷ベストやネッククーラーを提供し、熱中症予防 

の対策を行った。 

・商品加工に必要な就労支援機器、設備を配置するため、支援棟厨房室改修し、段差解消など、

利用者が安全、安心に作業ができるよう支援環境の改善に努めた。 
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４）職員の支援力向上 

   月に２回、作業療法士による利用者への接し方や対応力を身に付けるための講義を開催し、職

員の支援力向上を図った。 

 

 （所有農地）                          

所在地 地 番 地目 地 積

（㎡） 

利用目的 取得費 (円) 

京都市西京区大原野灰方町 1802 田 1,680 高設式苺栽培 8,000,000 

京都市西京区大原野灰方町 1804 田 1,384 ぶどうハウス

栽培 

3,000,000 

   

 （利用権設定）                             以下賃借料は年額 

所在地 地 番 地目 地 積

（㎡） 

利用目的 借賃（円） 

京都市西京区大原野上羽町 404‐1 畑 636 ブルーベリー

ハウス栽培 

100,000 

京都市西京区大原野上羽町 404‐2 畑 756 

京都市西京区大原野石作町 2634 畑 2,469 にんにく 40,000 

 

 （その他） 

所在地 地 番 地目 地 積

（㎡） 

利用目的 借賃（円） 

京都市西京区大原野石作町 2638 畑 1,910 花卉栽培 660,000 

京都市西京区大原野石作町 2639 畑 1,628 花卉栽培 

京都市西京区大原野灰方町 1857 畑 1,350    100,000 

    

４ 就労会計収入及び利用者工賃（賃金） 

 １）就労継続支援Ａ型事業  

全体収入                    8,473,465円（令和５年度:   530,649円) 

利用者工賃             5,361,089円（令和５年度:   283,536円) 

一人当りの平均賃金（月額）      101,406円（令和５年度：   77,122円) 

 ２）就労継続支援Ｂ型事業  

全体収入                    8,804,892円（令和５年度: 17,416,000円) 

利用者工賃             3,136,295円（令和５年度:  2,797,010円) 

一人当りの平均工賃の支払い月額     23,129円（令和５年度：   18,691円) 
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トリムタブカレッジ事業所（就労継続支援Ｂ型Ⅱ(樹林)）の施設概要 

１ 定  員   １０名 

２ 利用者数    ６名(令和７年３月末時点) 

３ 従事者数    ３名  管理者、サービス管理責任者（草のたね兼務）、 

職業指導員 １名 生活支援員 ２名 

４ 資格保有者   ０名 

５ 利用延人数   １，３２０人 

 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

１）京都市から就労継続支援Ｂ型事業所「草のたね」の従たる事業所として、龍谷大学深草キャンパ

ス内にある喫茶樹林の運営を受託し、ここを拠点にお弁当の製造販売、喫茶運営を行います。 

〈成果〉龍谷大学深草キャンパス内カフェ樹林を拠点にお弁当の製造を行い、１日平均３万３千円

の売り上げとはなっているが、大学が休講となる８月～９月の売り上げが大幅に落ちこむ。 

２）樹林での喫茶営業を通して、引き続き弁当の製造販売にも注力し、売り上げ増による利用者の工

賃アップを目指します。 

〈成果〉カフェ樹林の営業に重点を置き、弁当は学内への配達などを中心に取り組んだ。固定した

お客(大学関係者等)も増え、継続して注文はいただけるようにはなっている。 

４） 引きこもりなどの若者を支援し、就労や生活面に配慮した支援を取り組みます。 

〈成果〉若者等就職支援推進事業の助成を受け、引きこもりや就職に結び付かない学生などの相談を

通し、就労や生活面に配慮したアドバイスなどの取り組みを行った。また、オンラインやＶＲを

利用した社会参加に向けた取り組みを試行的に実施した。 

４）深草西浦南公園跡地を利用した新たな事業所と連携、協力し、利用者ニーズに応えられる作業の

検討とともに、京都市伝福連携事業に参画するなど、地域課題の解決に繋がるよう取組も進めます。 

  〈成果〉新規開所に向け、準備を進め、就労継続支援Ｂ型のみならず、生活介護の新たな利用者獲

得の動きを作っていく。 

５） 就労だけではなく、学びの時間も取り入れ、「働くこととは」など、生きていく上で必要なス

キルも身に付けていきます。 

〈成果〉パソコンでの取り組みも充実させ、利用者自らが主体的に、物事を考えたり、発信する機

会をもつよう支援を行った。 

 

２ 事業活動の概要 

ア カフェ樹林の営業（お弁当製造等） 

イ 座学での学びの提供（パソコンを利用した取り組み等） 

 

３ 就労会計収入及び利用者工賃  

全体収入                9,779,296円(令和５年度:   7,092,730円) 

利用者工賃                 1,665,706円(令和５年度:  1,289,008円) 

一人当りの平均工賃の支払い月額       23,134円 (令和５年度:     20,220円) 
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Ⅲ 地域生活支援センター拠点区分 事業報告 

 

乙訓ひまわり園短期入所事業所の施設概要 

 

サポートステーション（居宅介護事業所）の施設概要 

 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

利用者の個々の状況（生活・健康・障害等）を理解し、利用者やその家族が安心して利用できる

支援や環境づくりを目指す。 

１） 長岡京市共生型福祉施設整備事業において、令和８年開所予定の共同生活援助事業所及び短期

入所事業所の利用者、ご家族が安心して利用ができ、安定した支援が受けられるよう人材の確

保・育成に取り組みます。 

（成果） 

   支援力向上を図るため、法人内の事業所へ派遣研修を実施した。共同生活援助や就労支援、生

活介護といった異なるサービス内容とそれぞれの支援方法を学ぶことで研修に参加した職員の

支援の幅が広がった。特に短期入所や居宅介護事業の支援へのヒントが得られたこと、他事業

所の職員との意見交換を通して多角的な視点や新たなアイデアが生まれたこと、切れ目のない

支援の実現に向けて具体的なイメージを持つことができたことで、利用者にとってより質の高

い、安定した支援を提供することができた。 

２）非常災害時における居宅介護事業及び入所事業のため、業務継続計画（ＢＣＰ）に基づき、

利用者（定員５名） 職員数 

利用者数 

６９名 

(新規受入２名) 

区分２ ０名 
管理者 1名 

区分３ ４名 

区分 4 ６名 
生活支援員 8名 

区分 5 １８名 

区分 6 ４１名 看護師 1名 

利用日数 １，３７９日 調理員 ２名 

利用率 ８７．４％ 従業者（常勤換算） ５．６人 

平均区分 ５．６ 福祉資格保有者 ３名 

利用者 職員数 

利用者数 

５７名 

（新規受入１名） 

平均区分 

５．６ 

障害児 ０名 
管理者 １名 

区分３ １名 

区分４ ７名 
サービス管理責任者 ３名 

区分５ １０名 

区分６ ４２名 
訪問支援員 ２５名 

居宅介護 ３５名 ５，０７５回 

重度訪問介護 ２名 ６４回 
従業者（常勤換算） ８．８人 

行動援護 ２８名 ４９５回 

移動支援 １６名 ３０８回 福祉資格保有者 １１名 
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事前の対策、研修の実施、訓練等を行います。 

（成果） 

     避難・安全確保訓練として、震度６弱、最も多い利用者数で、最も少ない職員での対応を想

定した図上訓練を行った。避難安全確保の場所、避難経路や対応の留意点を確認した。また、

安保確認訓練を３月１１日行政実施のシェイクアウト訓練後実施した。実際に訓練すること

で少ない職員数で利用者全員の状況を把握し必要な情報を収集、提供する課題や改善点を発

見する良い機会となった。 

３）地域との交流を深め、地域活動への貢献や地域課題の解決に向けて取り組みます。 

（成果） 

  乙訓ひまわり園周辺の地域清掃をはじめ、ジョイフル上鳥羽 FUREAI広場において芋ほり行事

やユニバーサルスポーツ体験をジョイフル上鳥羽と協働し実施した。地域の皆さんに福祉施設

を身近に感じてもらえる機会となった。地域清掃では、近隣住民からお声掛けいただき日ごろ

の活動が地域に浸透していること、温かい関係性が築かれていることを感じた。新型コロナウ

ィルスが収束し、地域交流室の貸し出しが増え、自治会の方の利用もあった。地域のコミュニ

ティーの活性化に貢献することができた。 

  

２ 事業の概要  

１）短期入所事業所 

ア 短期入所事業  

・医療的ケア・重度高齢化対応として、看護師１名を配置し、障害児や強度行動障害者を含め６

９名（新規２名）の利用があった。 

・グループホームへの入居希望者や利用者の適正に応じて、５名の方へグループホーム併設の短

期入所事業所への利用移行を勧め、グループホームでの生活が体験できる機会を提供した。 

・１名の方がグループホームへの入居により契約を終了した。 

イ 日中一時支援事業 

   ・短期入所を利用するまでの訓練として利用される方や、すでに短期入所を利用されてい

る障害児者を含めて５９名の利用があった。 

・２名の新規利用者を受け入れた。 

２）サポートステーション  

  ア 居宅介護事業 

・ご家庭の状況に応じて、緊急時等に支援時間や派遣回数の増量調整を行った。 

・利用契約終了 ２名（グループホーム退所及び入所の為） 

・通院等介助 新規利用者３名受け入れ 

イ 重度訪問介護事業 

  医療的ケアを要する重度心身障害者の支援を実施した。 

ウ 行動援護事業 

新規利用者０名 
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主に土日祝日を利用された。 

エ 移動支援 

  コロナ明けからようやく平常利用となり行先も京都府以外の遠方の利用が増加した。 

オ 生活サポート事業 

 ・利用実績無。 

カ 入院コミュニケーション事業 

 ・利用実績無。 

３）地域生活支援センター事業 

ア 入浴支援事業（向日市、長岡京市） 

    入浴支援の利用状況 

延べ利用件数 ３２８件 

実人数 ７３人 

月平均利用者数 ６．０８人 

  グループホームなどへの入居により利用者は減少傾向 

イ 緊急一時保護事業 

長岡京市より委託を受け 今年度は２件の受け入れを行った。 

ウ 虐待防止一時保護事業 

  今年度の受け入れはなかった。 

エ 私費サービス（入浴、タイム、宿泊等） 

    福祉サービスの隙間を埋める事業としてタイム利用２名、入浴利用１名の支援を行った。 

オ 有償運送事業（特定旅客運送事業） 

・送迎車３台配置し、有資格職員１５名体制で、通院時やガイドヘルプの際、支障なく利用い

ただけるよう努めた。 

有償運送の利用状況 

延べ利用回数 ８３６回 

実人数 ２７０人 

月平均利用者数 ２２．５人 

 

３ 支援環境の向上  

 １）環境整備 

    パソコンの更新やタブレット端末を使用した支援記録システムの導入により事務処理の効率化、

情報共有の迅速化を行い、連携がよりスムーズになった。 

 ２）職員の支援向上 

   虐待防止・スピーチロック研修  １名受研 

   意思決定支援研修        １名受研 

   キャリアアップ（初任者・管理者）研修      ２名受研 
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Ⅳ グループホーム拠点区分 事業報告 

 

グループホームの施設概要 

 
ジョイフル東ノ口（女性ホーム） 

共同生活援助 短期入所 職員数 

定  員 ８名 １名 管理者 １名 

利用者数 
８名 

（平均３４．５歳） 
６名 

（平均４０．０歳） 

サービス管理責任者 １名 

世話人 ６名 

利用日数 ２，４００日     ２１５日 生活支援員 ８名 

利用率 ８２．８％ ５９・３％ 従事者（常勤換算） ５．８人 

平均区分 ５．７ ５．１ 福祉資格保有者 ６名 

 

 
ジョイフル神足（女性ホーム） 

共同生活援助 短期入所 職員数 

定  員 ５名 １名 管理者 １名 

利用者数 
５名 

（平均４２．６歳） 
１０名 

（平均３３．２歳） 

サービス管理責任者 １名 

世話人 ３名 

利用日数 １，２１１日 ２８３日 生活支援員 ６名 

利用率 ７８．１％ ９１．２％ 従業者（常勤換算） ３．８人 

平均区分 ５．１ ４．１ 福祉資格保有者 ４名 

 

 
ジョイフル上鳥羽（男性ホーム） 

共同生活援助 短期入所 職員数 

定  員 １７名 ３名 管理者 １名 

利用者数 
１７名 

（平均３６．４歳） 
３７名 

（平均３３．７歳） 

サービス管理責任者 １名 

世話人 ６名 

利用日数 ４，６８８日   ８７２日 生活支援員 １０名 

利用率 ７５．５％ ７９．６％ 従事者（常勤換算） １０．８人 

平均区分 ５．０ ４．５ 福祉資格保有者 ４名 

 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

“自分達の地域で生活を楽しく続けていこう”というジョイフルの名前の由来に基づき、一人ひ

とりが住み慣れた地域で心豊かな自立生活を送れるように支援を行います。 

１）長岡京市共生型福祉施設整備事業において、令和８年開所予定の共同生活援助事業所及び短期入

所事業所の利用者、ご家族が安心して利用ができ、安定した支援が受けられるよう人材の確保・

育成に取り組みます。 

〈成果〉従業員個々のキャリアや能力、強みを活かした業務分担と計画的な研修受講により成長を

促すとともに、非常勤職員や外国人人材の採用を積極的に行い、定着と育成を図りました。結

果、非常勤職員３名、外国人人材３名を登用し定着しています。 
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２）非常災害時における共同生活援助事業のための業務継続計画（ＢＣＰ）を策定し、事前の対策、

研修の実施、訓練等を行います。 

（成果）事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、各行政区のシェイクアウト訓練に参加、安否確認お

よび勤務招集の訓練を実施した。また、地域共生社会実現サポート事業補助金を活用し、各拠

点に防災用のテント、太陽光パネル付き蓄電池、浄水器、非常用トイレ等を購入、配置した。   

３）地域との交流を深め、地域活動への貢献や地域課題の解決に向けて取り組みます。 

（成果）京都府の地域共生社会実現サポート補助金を活用し、整備した「上鳥羽市民ふれあい農

園 通称ジョイフル上鳥羽 FUREAI ひろば」において、「上鳥羽ネットワーク（構成：上鳥羽

自治連合会、福祉事業者）」が主催する「上鳥羽マルシェ」を誘致し、昨年８月から毎月２

回、定例的に開催された。同じく、１０月に実施した芋ほり会は荒天のため規模縮小したが、

近隣住民等からのお声がけや福祉サービスに関する質問、相談が寄せられるなど意義のある

場となった。 

   グループホームの各拠点において、地域清掃活動を実施した。７月にはジョイフル神足のあ

る長岡第９小学校区で毎年実施する小畑川河川敷のクリーン作戦に職員７名が参加した。 

 

２ 事業の概要  

１）グループホーム共通 

   より多くの利用者がグループホームをご利用いただくために、支援の専門性を高め、遊び心のあ

る魅力的な活動に取り組みます。 

   季節に応じた行事、イベントランチ・ディナー、メンバー交流会など 

   職員会議（２か月に１回）や個別支援計画作成会議（ケース検討）、事例検討会議を適宜開催 

〈成果〉研修による人材育成のほか、個別ケースの状況に応じた検討会議を随時開催し、利用者

理解と専門性の向上を図った。また、七夕やクリスマス等の季節の行事や、土日も開所して

いるジョイフル東ノ口・上鳥羽で合同のランチ会を催すなど、各事業所との交流を図る日中

活動に取組んだ。 

 ２）ジョイフル東ノ口（共同生活援助事業・短期入所事業所併設） 

ア 日中サービス支援型による常時支援体制の確保により、グループホーム利用者が日中のサー

ビスを利用できない場合などの過ごしと、併設の短期入所において緊急一時的な宿泊の場を提

供した。具体的には入居者の通所休み時の対応のほか、短期入所で緊急利用１件を受け入れた。 

イ 短期入所事業は、グループホームの利用者の生活に負担がかからないよう配慮しつつ新規利

用者２名を受け入れ、６名の方にご利用いただきました。うち１名が当事業所の共同生活援助

に移行した。 

３）ジョイフル神足（共同生活援助事業・短期入所事業所併設） 

ア 利用者の主体性を損なうことなく有する力に応じた自立を支援する観点から、適宜利用者の

支援に関する会議を実施し、意見集約を図った。 

イ 短期入所について、利用者の定期的な利用を継続し、稼働率は９１．２％となった。また、
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新規利用者１名を受け入れ、１０名の方にご利用いただいた。 

４）ジョイフル上鳥羽（共同生活援助事業・ 短期入所事業所併設） 

ア 日中サービス支援型による常時支援体制の確保により、グループホーム利用者が日中サービ

スを利用できない場合などの過ごしと、併設の短期入所において緊急一時的な宿泊の場を提供

した。具体的には通所できていない入居者の生活や日中活動の支援、短期入所の緊急利用２件

をお引き受けた。 

イ 短期入所は、グループホーム利用者の生活に負担がないよう配慮しつつ新規８名を受け入れ

た。利用登録計３８名のうち１名は当事業所共同生活援助に移行、３名が他法人グループホー

ムに入居、１名が利用終了され、年度末時点での利用者は３３名となった。 

ウ 市民ふれあい農園の整備により、農作物の栽培を通じた地域交流を行った。 

 

３ 支援環境の向上 

１）ジョイフル東ノ口、ジョイフル神足 

ア ポータブル電池や仮設テントなど災害対策備品を購入 

イ 見守り用カメラの必要性を見直し、導入を見送った。 

ウ 保守管理業者によるクリーニングの実施と必要に応じて順次空調設備を更新 

２）ジョイフル上鳥羽   

ア ポータブル電池や仮設テントなど災害対策備品を購入 
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Ⅵ 訪問看護ステーション拠点区分 事業報告 

 

１ 事業計画で掲げた運営方針とその取組成果 

１）地域の在宅生活者の「暮らしを支える看護」を目指します。 

（成果） 法人が提供する利用者への訪問活動と必要な看護サービスの提供 

２）利用者を確保し、事業の安定を図ります。 

 （成果） 利用者を確保するため、関係先病院や保健所、市町村への訪問に加え、介護支援事業所、

指定相談事業所との連携を強化 

３）広報活動、地域活動を通して、事業所の認識度を高めます。 

 （成果） ステーション事業所の発信（ホームページ、リーフレットなど） 

４）他職種と連携し、利用者の状態把握と異常の早期発見、早期対応に努めます。 

  （成果） 業務手順マニュアルを見直し、検討、整理 

５）施設内外の研修に参加し、訪問看護の質の向上を図ります。 

（成果） 内部研修、外部研修への参加（訪問看護協議会及び学会、訪問看護関連研修・講演会

等への参加。内部研修の医療的ケア関連研修内部研修への参加） 

 

２ 事業の概要 

 １）利用契約  １７件（令和７年３月末） 

 ２）利用の概要  

利用の頻度 週１回から週３回 訪問時間 30分から 90分まで  

訪問件数  ２８件／週（延べ） 

訪問時間数 約２２.５時間（週） 

訪問時間帯 午前８時３０分から午後６時まで 

訪問内容  本人や家族の想いに寄り添い、不安や心配事を傾聴し、安心できる助言を行った

状態の観察、体調管理や配薬・服薬の確認、薬剤管理 

浣腸や摘便・緩下剤の調整等による排便コントロール 

入浴介助、胃ろう・胃管の確認及び薬・栄養剤・水分の注入 

ガーゼ交換・チューブの管理、導尿及び留置カテーテルの管理、褥瘡や傷の処置等 

  

３）事業実績 

内容 種 別 医療請求額 

（千円） 

利用件数（件） 利用日数（日） 

Ｒ６年度 健康保険 10,733 191 1,387 
介護保険 0 0 0 

５年度 健康保険 8,532 198 1,575 
介護保険 0 0 0 

４年度 健康保険 7,423 129 875 

介護保険 23 1 1 

３年度 健康保険 9,667 136 1,056 
介護保険 716 20 121 

２年度 健康保険 10,610 144 1,274 
介護保険 410 12 62 
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Ⅷ 法人事務局 

 

１ 人事課 

 １）事業所別職員数（令和７年３月３１日現在）               （単位：人） 

 

事  業  所  名 

 

正規職員 

契 約 職 員 

月給職員 時間給職員 

乙訓ひまわり園生活介護事業所 １２ ５ ２５ 

乙訓ひまわり園就労継続支援事業所 １ １  

第２乙訓ひまわり園生活介護事業所 １１ １ １４ 

第３乙訓ひまわり園生活介護事業所 ゆい ４ ３ １２ 

第３乙訓ひまわり園就労継続支援事業所 ５ ３ １６ 

地域生活支援センター（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ含む） ２０  １５ 

地域連携室（相談支援事業所含む） ３ １  

児童通所支援事業所 １ ３ ６ 

健康支援室（訪問看護、事業推進室含む） ２ １ ２ 

法人事務局 ４ ２  

計 ６３ ２０ ９０ 

 （併任、登録サポーター・ヘルパーを除く） 

  

２）採用、退職の状況                （単位：人） 

    採 用 者 数 退 職 者 数 

正規職員 ５    ３  

有期契約職員 ２０ １３    

計 ２５ １６    

   

３） 事業計画で掲げた採用活動の取り組み 

ア リクルーティングチームを中心に、福祉就職フェアなどのイベントに積極的に参加し、法人

情報の提供や当法人に関心を持ってもらうための取り組みを行います。 

イ インターンシップの受け入れや事業所見学会を開催し、求職者に実際の支援現場を見学して

もらい、職場の雰囲気を感じてもらう機会を設定します。 

ウ 採用試験の実施 

エ 内定式（１０月）入社式（４月）の実施 

 

４）上記の取組成果 

ア 福祉就職フェア等合同就職説明会への出展 

５月１０日 福祉のお仕事説明会（ハートピア京都） 

６月３０日 FUKUSHI就職フェア（みやこめっせ） 

７月３日  龍谷大学短期大学部学内説明会（深草キャンパス） 

９月２８日 学情転職博（京都経済センター） 

１１月８日 ハローワーク福祉職場就職説明会（ハローワーク京都七条） 

１月２５日 向日市就職フェア（向日市役所） 

１月３０日 マイナビ就職フェア（みやこめっせ） 
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イ 事業所見学会および現場体験の実施 参加者１９名 

４月１９日、５月８日、６月２０日、７月１０日、１７日、８月２０日、２２日、１０月８日、

１１日、３０日、１１月１日、１５日、２月２１日、２５日、２６日、３月４日、１９日 

ウ 採用試験の実施 受験者４名 

６月２７日、１０月４日、１０月２５日、１１月２１日 

エ 内定式 内定者３名 

式典は実施せず、内定者交流会を２月１８日に開催 

 

５）事業計画で掲げた研修の取り組み（研修企画チーム） 

ア 新人研修の企画運営 

イ 全体職員研修（１２月）の企画運営 

ウ 実践報告発表会（２月）の企画運営 

エ 年間研修計画表に基づく計画的な研修の受講調整  

 

６） 上記の取組成果 

ア 年間計画に沿って年間９回の新人研修を実施 

イ １２月７日午前「福祉人としての感性を磨く ～「共生」を具現化するために～」 

映画「僕とオトウト」上映後、グループディスカッション 

ウ １２月７日午後 各事業所から５グループが報告 

エ 研修受講状況  

 

 ７）資格取得助成 

 助成した職員数 介護福祉士５名 保育士１名 

 

種 類 研   修   名 参加人数 

階層別研修 社会人マナーの基礎研修 ５名 

キャリアアップ研修（初任者） ６名 

キャリアアップ研修（中堅職員） ４名 

キャリアアップ研修（チームリーダー） ３名 

キャリアアップ研修（管理者） ２名 

目的別研修 強度行動障害支援者養成研修（基礎） ２名 

強度行動障害支援者養成研修（実践） ６名 

介護職員初任者研修 名 

介護職員実務者研修 １名 

発達障害に関する研修 名 

医療的ケアに関する研修 ２名 

就労支援に関する研修 ６名  

ケース記録の書き方に関する研修 ４名  

メンタルヘルス・アンガーマネジメントに関する研修 １名  

ソーシャルワークに関する研修 １名  

職種別研修 相談支援専門員研修 ２名  

サービス管理責任者研修 ３名  

看護師専門研修 ２名  
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２ 財務課 

 １）補助金の確保 

  ア 農山漁村振興交付金（イノベーション整備事業）（国庫補助） 

補助事業者 農林水産省近畿農政局   補助対象事業 視察、加工試作、包装デザイン   

補助金額   １，５００千円     補助対象経費 １，６５４千円  

  イ 住まい環境整備モデル事業補助金（住宅等整備分）（国庫補助） 

補助事業者 国土交通省住宅局     補助対象事業 地域交流施設改修整備費   

補助金額  ４１，６６４千円     補助対象経費 ６９，４２９千円  

  ウ 住まい環境整備モデル事業補助金（技術検証・情報提供分）（国庫補助） 

補助事業者 国土交通省住宅局     補助対象事業 竣工記念イベント、専用サイト等   

補助金額  １，４８１千円      補助対象経費 ２，２２２千円  

  エ 京都市障害福祉施設施設整備補助金（国庫補助）   

補助事業者 京都市（障害保健福祉推進室）補助対象事業 施設新築工事   

補助金額  ５７，０７０千円     補助対象経費 ９４，１６０千円  

オ 若者等就職支援推進事業補助金（国庫補助) 

補助事業者 京都府(人材育成課)    補助対象事業 引きこもり対策   

補助金額  １，５５６千円      補助対象経費 ４，２００千円  

  カ 生産性向上補助金（国庫補助) 

補助事業者 京都府(障害者支援課)   補助対象事業 業務効率化   

補助金額  ２，１５５千円      補助対象経費 ２，１５５千円  

  キ 地域共生社会サポート事業補助金(単独) 

補助事業者 京都府(地域福祉推進課)  補助対象事業 地域貢献活動   

補助金額  ６２８千円        補助対象経費 １，２４８千円  

  ク 地域共生社会サポート事業補助金(単独) 

補助事業者 京都市(障害保健福祉推進室)補助対象事業 災害対策備品   

補助金額  ７５千円         補助対象経費 ２９８千円  

  ケ 地域共生社会サポート事業補助金(単独) 

補助事業者 向日市(障がい者支援課)  補助対象事業 地域貢献活動   

補助金額  １６５千円        補助対象経費 ３０６千円  

  コ 地域共生社会サポート事業補助金(単独) 

補助事業者 長岡京市(障がい者福祉課) 補助対象事業 災害対策備品   

補助金額  ７１千円         補助対象経費 ２８５千円  

サ 民間社会福祉施設サービス向上補助金(単独) 

補助事業者 京都府(地域福祉推進課)  補助対象事業 第２乙訓整備借入償還補助   

補助金額  ６６１千円        補助対象経費 ８，１６０千円   

 シ 民間社会福祉施設整備資金借入金利子補給金(単独) 
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補助事業者 京都府(乙訓保健所)    補助対象事業 第２乙訓借入利子補給   

補助金額  ７３４千円        補助対象経費 ７３４千円   

 ス 民間心身障がい者福祉施設運営補助金(単独) 

補助事業者 向日市(障がい者支援課)  補助金額   １，３６８千円 

補助事業者 長岡京市(障がい福祉課)  補助金額   ２，００２千円 

補助事業者 大山崎町(福祉課)     補助金額     ３７８千円 

補助対象事業 借入元金        補助対象経費 ８，１６０千円   

  セ ひろがる京の木整備事業補助金(単独) 

補助事業者 京都府(林業振興課)    補助対象事業 府有産木材使用の木製品購入   

補助金額  １，５６６千円      補助対象経費 ３，４４５千円  

ソ 重度障害者等利用事業所支援事業補助金  

補助事業者 京都市(障害保健福祉推進室)補助対象事業 加配人件費   

補助金額  １，２４０千円      補助対象経費  

 タ 食材費高騰対策支援金  

補助事業者 京都市(障害保健福祉推進室)補助対象事業 食材費   

補助金額  ４２８千円         補助対象経費 府基準 

チ 医療機関等物価高騰対策事業交付金  

補助事業者 京都府(経営改善補助金センター)補助対象事業 光熱費   

補助金額  ４４４千円          

ツ 医療的ケア児者・重心障害児者福祉サービス利用促進補助金  

補助事業者 向日市  補助金額   １２千円 

補助対象経費 １２千円  

テ 競輪公益資金事業補助金（一部略） 

補助事業者 公益財団法人ＪＫＡ   補助対象事業 就労支援機器の購入   

補助金額  １１，２５０千円    補助対象経費 １５，７９８千円 

ナ 清水基金助成事業  

補助事業者 社会福祉法人清水基金  補助対象事業 水耕栽培室増設工   

補助金額  ５，１００千円     補助対象経費 ７，２９３千円 

ニ 共同募金会助成事業  

補助事業者 京都府共同募金会    補助対象事業 送迎車両購入助成   

補助金額  １，５００千円     補助対象経費 ４，１９０千円 

ヌ わっかプロジェクト助成金  

補助事業者 京都府社会福祉協議会  補助対象事業 子育て応援カフェ事業   

補助金額  ２７２千円       補助対象経費 ２７２千円 

※その他京都労働局及び処遇改善関係は省略 

 

２）寄付の募集 

 ア 現金による寄付  
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   個 人  １２２件  寄付額  2,508,000円 

   法 人   １５件  寄付額   100,497円 

 イ 物品による寄付 

   個 人    ２件  寄付額    80,000円 

   法 人    ３件  寄付額    763,100円 

 ウ 使途別による寄付集計 

   施設改修  ９０件  寄付額  1,035,997円 

   共生型福祉 ２１件  寄付額  1,144,000円 

   車両更新  １３件  寄付額    72,000円 

   農福連携  １４件  寄付額    46,500円 

   その他    ７件  寄付額  1,153,100円 

 

３）積立金の状況 

  ア 工賃変動積立金 

期首積立金残高（令和６年４月１日現在)          ８５０，０００円 

    令和６年度中の積立額                  ４５０，０００円 

期末積立金残高（令和７年３月３１日現在)       １，３００，０００円 

   イ 設備等整備積立金 

期首積立金残高（令和６年４月１日現在)         ６，０８８，０５２円 

    令和６年度中の積立額                ６，７００，０００円 

    令和６年度中の取崩額                ６，５００，０００円 

期末積立金残高（令和７年３月３１日現在)       ５，６５３，０５２円 

取崩しの事由                    地域交流施設備品 

  ウ 施設整備修繕等積立金 

期首積立金残高（令和６年４月１日現在)      １３５，０００，０００円 

    令和６年度中の積立額                    ２，４００円 

    令和６年度中の取崩額               ２５，０００，０００円 

期末積立金残高（令和７年３月３１日現在)     １１０，００２，４００円 

取崩しの事由                    共生型福祉施設整備事業 

 

 ４）借入の状況                               （単位：千円） 

借入金融機関 期首残高 当期借入額 当期償還額 期末残高 使 途 

独)福祉医療機構 169,170 40,000 16,875 192,295 第２乙訓、上鳥羽ＧＨ等３件 

京都中央信用金庫 2,219  1,079 1,140 送迎車両購入資金   ２件  

京都銀行 95,651 76,450 46,293 125,808 第３乙訓、上鳥羽ＧＨ他１件 

京都府社会福祉協議会 14,700  2,550 12,150 東ノ口 GH改修   他 1件 

京都信用金庫 156  132 24 草のたね事業譲受借入金継承 

政策金融公庫 850  600 250 草のたね事業譲受借入金継承 

計 282,746 116,450 67,529 331,667  

  ※京都銀行当期借入額のうち、短期設備資金 30,000千円は除く 
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 ５）契約の状況 

  ア 契約事務件数 

    物品購入 ２７件  業務委託 ２０件  工事（修繕工事含む） ８件 

  イ 契約の種類 

    指名競争入札 ２件  随意契約(見積もり合わせ) ２件  一者特命随意契約 ５１件 

 

３ 総務課 

 １）理事会等の開催状況 

  ア 理事会  １０回開催（書面理事会６回含む）  

         決議、承認した議案件数 ５５議案 事業計画(変更)、予算(補正)  ８議案 

                          事業報告、決算報告      ２議案 

                          管理職人事          ２議案 

                          借入金及び借入変更      ４議案 

                          定款変更及び規程等の制定変更 ９議案 

                          工事の契約事務及び契約締結  ７議案 

                          その他の契約事務       ７議案 

                          寄付金の募集         １議案 

                          評議員の推薦         １議案 

                          積立金の積立、取崩し     ４議案 

                          連帯保証人の引き受け     ２議案 

                          新事業の経営         １議案 

                          基本財産の取得、担保提供   ３議案 

                          評議員会の招集        ４議案 

  イ 評議員会 ４回開催（書面評議員会１回含む） 事業計画(変更)、予算(補正)  ８議案  

         承認した議案件数 １３議案    事業報告、決算報告      ２議案 

                          定款の変更          １議案 

                          基本財産の取得、担保提供   ２議案 

  ウ 評議員選任・解任委員会 １回開催      評議員の選任         １議案 

 

 ２）法令遵守の取り組み 

広報情報委員会を中心に、法人の魅力ある取組を広報紙「ひまわり通信」やパンフレットの配

布、ホームページ等への掲載により、積極的に発信した。 

 

 ３）業務効率化への取組 

  情報端末（iPad）による支援記録ソフト（ケアパレット）入力の運用を開始し、事務処理時間の省

力化を図る取組を進めた。  
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Ⅸ 委員会活動報告 

 

１ 委員会 

１） 危機管理委員会 

ア 開催回数  年３回開催（施設長会議に引き続き開催） 

イ 主な内容  危機管理マニュアルの点検 

       避難訓練の実施要領について検討、事後の課題把握 

       消防避難訓練は年２回実施（すべての事業所で実施） 

非常時災害訓練の実施に向けた課題整理 

 

２） 苦情解決委員会  

ア 委員会開催 年２回 

イ 委員会の概要 

  苦情解決責任者を施設長に変更、苦情受付担当者を主任・事業管理者に変更することで、より

身近な苦情・要望が上がりやすいよう体制を整えた。また、円滑に解決に向かうことができる

よう、苦情解決マニュアル、苦情対応フローチャートを作成し、運用した。 

ウ 苦情・要望受付件数 ３８件  

     要望の受付  サービスの質や量に関すること  １５件 

            職員の接遇に関すること      ７件 

            説明・情報提供に関すること   １３件 

            被害・損害に関すること      ２件 

     苦情の受付  支援内容に関すること       １件 

      

３） 虐待防止・身体拘束適正化委員会 

ア 委員会開催 年３回 

・ 法人全体の身体拘束の事例を確認し、身体拘束に関する説明・同意書の運用を検討し、身

体拘束適正化に向けた活発なケース検討が行われるように働きかけた。 

・ 委員会において、気になる支援・不適切な支援の状況を確認し、困っている職員を放置し

ない、孤独にさせないような職場環境の必要性と管理職の指導の在り方について議論した。

また、管理職への虐待防止・権利擁護研修の受講を促した。 

イ 虐待防止・身体拘束適正化についての研修会開催（年１回実施） 

 

４）安全衛生管理体制（衛生委員会） 

ア 衛生管理者の選任  総括施設長（有資格者） 

  イ 産業医の選任    金城産業医事務所 金城龍太医師 

  ウ 衛生委員会（毎月１回開催） 

    草引き等による清掃美化の取組を実施 

職員の腰痛予防のため、朝のラジオ体操を継続実施 

新型コロナウィルス感染予防のため、マスク着用による熱中症対策、諸室の換気、日常の健

康管理等に関わる対策を協議し、職員に周知、普及に努めた 
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職員健診の実施状況や健診結果の傾向について報告 

  エ 労働安全衛生法による健康診断の実施 

    雇入時の健康診断の実施（診断費用を助成） 

    定期健康診断の実施（毎年４月実施） 

  オ 厚生労働省作成の「職場における腰痛予防対策指針」に基づく取組 

    腰痛健診の実施（年１回実施） 

 カ 法人任意の取りくみ 

   ストレスチェックの実施 

 

５）感染症対策委員会 

ア コロナウイルス感染症、インフルエンザ、ノロウイルス等に関する感染症対策の規定やマニ

ュアル、指針等の周知を図った。 

イ 感染症対策委員会を年４回［（座学）第１回５月１６日／第２回２月１２日／（講習・訓練実

施）第１回４月２７日／第２回１２月７日］開催し、その内５月と２月の委員会には、嘱託医

がオブザーバーで参加され意見交換を行った。 

 

６）医療的ケア安全委員会 

ア 例年どおり、医療的ケア実施者の養成のために、法人内での実地研修を行った。 

また、従事者対象のフォローアップ研修も実施した。 

イ 年２回（第１回目５月１６日／第２回目２月１２日）、定期的に委員会（医療的ケア安全委員

会）を開催し、医療的ケアの実施状況、課題などについて協議した。 

  ウ 口腔ケア（委員会）は、医療的ケア安全委員会委員の中から選任（第２・健康支援室）し、 

随時歯科衛生士との打合せや各事業所の調整、物品（歯ブラシなど）購入にあたった。 

 

７）安全・運行管理委員会 

  ア 委員会開催 年２回（令和５年１２月２１日/令和６年２月１５日） 

 委員会の概要 

     安全運行管理委員会規程の確認 

ヒヤリハット・事故報告 

     各部署における管理車輛の見直し。送迎車輛駐車場所の確認 

     運行日誌・送迎チェック表の確認 

     アルコールチェックシートの確認 

イ 法人車輛を点検して頂いている関電L＆A担当者との打ち合わせ 令和６年３月２６日 

   

２ 連絡調整チーム 

１）パブリックリレーションズチーム 

ア 例年どおりひまわり通信を発行した。 

イ ホームページは各事業所で必要な情報を提供した。 

ウ ひまわりフェスタは天候不良のため中止の判断をした。 
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２）繋いだ手を離さない委員会 

※今年度、前サービス向上委員と統合し、活動を実施した。 

ア 委員会活動の周知活動 

イ 虐待防止・身体拘束適正化等についての研修開催（年2回実施） 

ウ 全体職員会議での委員会主催の研修実施(年1回実施) 

エ 事業所ごとに事例検討会の実施（年１回実施） 

オ セルフチェックシート調査（年２回実施） 

カ ヒヤリハット報告の取り組み 

キ 委員会開催（年６回実施） 

  ⅰ 委員会規程、行動規程、マニュアルの確認 

ⅱ 虐待防止・身体拘束適正化等意識向上のために勉強会を委員中心に各センターにて実施 

ⅲ 全体職員会議にて、委員会主催の研修を実施 

ⅳ 虐待通報手順の確認 

ⅴ 要配慮案件を持ち寄り、意見交換や対応の検討 

ⅵ 不適切支援の報告、改善検討。(6件) 

ⅶ セルフチェックシート集計・各事業所の傾向の分析 

ⅷ ヒヤリハット・アクシデント報告についての取り組み 

ヒヤリハット・アクシデント報告 808件 

みんなで共有メモ        624件 

新規事業所が増え、利用者が増えたことで、ヒヤリハットの件数も増加した。 

内訳として、事務関連、忘れ物等全体の４割、メンバーの行為、支援につい全体の４割、

服薬等について全体の０．８割、車両関係について全体の０．５割、その他0全体の０．７割

となっている。 

ヒヤリハット・アクシデント報告は上昇傾向にあるが、軽微なヒヤリハット・アクシデン

トの報告の件数が多く、大きな事故を未然に防ぐ取り組みにつながっている。 

みんなで共有メモの浸透により、これまで報告にも上がらなかった軽微なヒヤリハットが上

がるようになり、支援の向上、業務改善にもつながっている。 

 

４）リクルーティングチーム 

  ア 就職準備活動   人事課報告参照 

 イ 各種実習生の受け入れ 

社会福祉実習 １０名（京都府立 大谷 龍谷短期 京都医健専門 京都医療福祉専門）      

    保育実習    ２名（京都光華女子） 

          

５）研修企画チーム   人事課報告参照 

  

６）事務処理向上チーム 

  ア 基本報酬請求システムの有効活用について協議した。 

  イ 就労支援事業の販売において、キャシュレス化を検討した。 

  ウ 会計帳票の記入について、マニュアルを作成し、配布した。 


